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令和２年度 包括外部監査結果報告書（概要版） 

 

 

１ 監査テーマ 

教育の振興に関する施策の財務事務の執行について 

 

 

２ 選定理由 

少子化の進行やグローバル化の進展、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなど

の急激な技術革新により、社会を取り巻く環境が大きく変化している中、

子供たち一人ひとりの未来の夢の実現に向かって、その優れた資質を引き

出し、育み、伸ばす教育を実践していくことが重要とされている。 

静岡県においては、学校における教育に加え、家庭や地域・企業等が連

携・協働し、子供たちの健やかな成長を支援する取組を実践しており、乳

幼児期から社会人、高齢者にいたるライフステージに応じて、社会総がか

り、地域総ぐるみで「有徳の人」づくりが推進されている。 

これら取組である教育の振興に関する事業は、県民にとって身近な内容

であり、関心が高いものと考えられる。また、静岡県においても、富国有

徳の「美しい“ふじのくに”」の未来を担う「有徳の人」づくりを進めてお

り、重要度が高いと考えられる。 

上記を鑑み、教育の振興に関する施策に関する事業について、包括外部

監査人の立場から、合規性のみならず経済性、効率性、有効性の観点から

検討することは有意義であると考え、特定の事件（テーマ）として選定し

た。 

 

 

３ 実施期間 

令和２年６月 22 日から令和３年３月 31 日まで 

 

 

４ 監査対象期間 

原則として令和元年度を対象とする。 

ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 
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５ 監査実施者 

（１） 外部監査人 

公認会計士  原田 俊輔 

 

（２） 補助者 

公認会計士  加山 秀剛 

公認会計士  兼髙 則之 

公認会計士  佐藤 豪 

公認会計士  上杉 昌代 

公認会計士  坂田 妃佐恵 

弁護士    岡村 真央 

 

 

６ 監査の対象 

静岡県の新ビジョンを達成するために、担当課において重要性が高いと

した主要事業のうち、以下のいずれかを満たす事業を監査対象とした。 

 

ア）金額基準（令和元年度の決算額が 30 百万円以上）で抽出した事業 

イ）質的基準（令和元年度の決算額が 30 百万円未満、かつ、監査人が支

出内容等を確認）で抽出した事業 

         （単位：千円） 

該当 
主要事業名 担当課 

令和元年度 

決算額 ア イ

第１章 「文・武・芸」の三道の鼎立を目指す教育の実現 

１ 「知性を高める学習」の充実 

小中学校学習支援事業費 義務教育課 120,227 〇  

スクール・サポート・スタッフ配置事業費 義務教育課 248,088 〇  

魅力ある学校づくり推進事業費 高校教育課 95,000 〇  

高等学校管理費 高校教育課 2,595,348 〇  

次代を担う人材育成事業費 高校教育課 7,534  〇

県立中央図書館管理運営費 社会教育課 89,561 〇  

県立中央図書館資料充実費 社会教育課 84,942 〇  

ＩＣＴ教育推進事業費 教育政策課 204,531 〇  

静岡県学校情報化推進事業費 教育政策課 730,086 〇  

学びを拡げるＩＣＴ活用事業費 教育政策課 128,070  〇  
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（単位：千円） 

該当 
主要事業名 担当課 

令和元年度 

決算額 ア イ

２ 「技芸を磨く実学」の奨励 

地域産業を支える実学奨励事業費 高校教育課 121,363 〇  

実学推進フロンティア事業費 高校教育課 23,316  〇

高校生就職マッチング対策事業 高校教育課 30,000 〇  

スポーツ人材活用推進事業費 健康体育課 63,328 〇  

３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進 

県立学校等施設整備事業費 財務課 1,240,443 〇  

県立学校等長寿命化事業費 財務課 605,950 〇  

県立学校等修繕費 財務課 2,012,709 〇  

教職員総合研修事業費 教育政策課 47,222 〇  

しずおか型教職員サポート事業費 福利課 21,820  〇

教職員健康管理事業費 福利課 156,516 〇  

特別支援学校就学奨励費 特別支援教育課 477,070 ※  

特別支援学校管理運営費 特別支援教育課 1,542,106 〇  

静岡茶愛飲推進事業費 健康体育課 24,720  〇

第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現 

１ グローバル人材の育成 

ふじのくにグローバル人材育成基金関連事業費 高校教育課 36,600 〇  

青少年の国際交流推進事業費 教育政策課等 13,511  〇

外国語教育推進事業費 高校教育課 425,006 〇  

外国人生徒みらいサポート事業費 高校教育課 17,147  〇

２ イノベーションを牽引する人材の育成 

３ 高等教育機関の機能強化 

第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現 

１ 新しい時代を展望した教育行政の推進 

２ 地域ぐるみの教育の推進 

地域における通学合宿推進事業費 社会教育課 7,421  〇

地域学校協働活動推進事業費 社会教育課 40,236 〇  

「しずおか寺子屋」創出事業費 社会教育課 5,945  〇

青少年の家等管理運営費 社会教育課 316,833 〇  

青少年健全育成費（アンダンテ以外） 社会教育課 2,396  〇
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（単位：千円） 

該当 
主要事業名 担当課 

令和元年度 

決算額 ア イ

３ 誰もが夢と希望を持ち社会の担い手となる教育の推進 

日本語指導を必要とする子ども支援事業費 義務教育課 27,945  〇

ハートフルサポート充実事業費 義務教育課 325,231 〇  

高等学校等奨学事業費 高校教育課 562,626 〇  

高等学校就学支援事業費 高校教育課 6,196,308 〇  

青少年健全育成費（アンダンテ） 社会教育課 4,886  〇

ＳＮＳを活用した相談体制構築事業費 教育政策課 9,000  〇

４ 「命を守る教育」の推進 

学校安全総合推進事業費 健康体育課 7,673  〇

※ 「特別支援学校就学奨励費」はアに該当するが、担当課とのヒアリング及び監

査人による支出内容の確認等を踏まえて、監査対象事業から外している。 

 

 

７ 監査手続の概要 

主要な監査手続は、次のとおりである。 

・教育の振興に関する事業の担当部局に対し、ヒアリングを実施し、ヒ

アリング対象事業を抽出 

・ヒアリング対象事業を所管する担当部局に対して、事前に、事業概要

等に関するアンケート調査を実施 

・ヒアリング対象事業を所管する担当部局に対して、担当者ヒアリング

及び関係書類の閲覧 

・監査結果の取りまとめにあたって、事実誤認の発生防止に配慮し、必

要に応じて監査対象部局と意見交換会を実施 
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８ 監査結果 

Ａ 総論  

結果 項目 内容 

①成果指標と活

動指標について 

監査対象事業の成果指標及び活動指標を確認した

ところ、「㋐成果指標や活動指標がない」、「㋑成果指

標や活動指標が直接的ではない」、「㋒成果指標や活

動指標が明確ではない」ものが散見された。 

㋐については、事業の成果指標又は活動指標がな

いため、事業活動の「成果（アウトカム）」や「結果

（アウトプット）」の良し悪しが判断できず、基本構

想に基づく目標の達成等に向けた事業活動の評価や

見直しが、効果的かつ効率的にできないと考える。

㋑については、事業の成果指標及び活動指標の設

定は、事業内容に照らし、できるだけ直接的な指標

にしなければ、事業活動の成果や結果を正しく評価

することができない。 

㋒については、成果指標及び活動指標を文書で明

確化していない場合、本事業の「成果（アウトカム）」

や「結果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受

けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に

実施されているか等、担当課以外にはわかりづらい。

特に、監査対象事業である「教育の振興に関する

事業」は公益性が比較的高い事業であり、費用対効

果で事業を評価することができないケースが多いた

め、事業の成果指標や活動指標を適切に設定して評

価していくことが、必要不可欠と考える。 

意見 

②ホームページ

（以下、ＨＰ）

の表示について 

教育の振興に関する施策に関連するＨＰを確認

したところ、「㋐ＨＰにデータの公開が求められるが

公開されていない」、「㋑ＨＰにデータは公開されてい

るが定期的に更新されていない」ものが散見された。

㋐については本要綱違反であり、㋑については、

定期的に更新がされないＨＰは閲覧頻度が下がりや

すく、ＨＰを有効活用できていないと考えられる。

それぞれ、改善に努めて頂きたい。   

また、教育委員会では各県立学校等の執行実績を

ＨＰで開示しているが、各県立学校等の並び順は、

あいうえお順でも地域順でもないため、閲覧したい

学校等の執務実績が探しづらい状況である。また、

所管が異なる高等学校と特別支援学校を混在して表

示しており、違和感がある。 

ＨＰにおいては、利用者が探しやすいように表示

することが望ましいため、ＨＰを管理する法務文書



6 

課及び電子県庁課と改善を検討して頂きたい。 

Ｂ－01 小中学校学習支援事業費 

結果 項目 内容 

①活動指標の文

書化について 

理系教育は活動指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「結果（アウトプット）」が何か、結果

を受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率

的に実施されているか等、担当課以外にはわかりづ

らい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

②非常勤講師及

び サ ポ ー タ ー

（以下、支援員）

の配置について 

支援員の支援対象を広く捉え、他の児童生徒に対

する学習支援を充実していくことも、定期的に検討

することが望ましいと考える。 

また、担当課が、各学校に対する学び方支援サポ

ーターの配置を決定するにあたり、各学校のニーズ

に応じた適切な配置とすることを常に心がけること

が重要である。その際、担当課は各市町に対して、

単なる配置数の伝達ではなく、県の配置方針につい

て、より丁寧に説明すべきと考える。  

意見 

③学力向上推進

プロジェクトの

チア・アップコ

ンテンツについ

て 

学校や教員にとって、県のＨＰ上で公開されてい

る教師用研修支援資料「チア・アップコンテンツ」

を有効活用することができれば、教員の負担軽減に

繋がり有益であると考えられる。 

そのため、担当課は、学校や教員がチア・アップ

コンテンツを活用しない要因を把握し、見直してい

くことが重要と考える。 
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Ｂ－02 スクール・サポート・スタッフ配置事業費  

結果 項目 内容 

①成果指標及び

活動指標の文書

化、及び成果指

標の設定につい

て 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえ

ると、引継ぎの観点から各指標を文書化することが

適当と考える。また成果指標としては、本事業の目

的を踏まえ、「教員が児童生徒に向き合う時間の増加

量」や「教員の休日出勤や残業時間の減少時間」も

適当と考える。 

意見 

②スクール・サ

ポート・スタッ

フ（以下、スタ

ッフ）の配置に

ついて 

担当課は、政策に基づき小中学校の配置数を決定

しているが、予算の制限があるため、現状、各小中

学校の配置期待数が配置実績数を上回っている状況

である。 

担当課は市町に対し、配置方針を早めに伝達する

など連携して、各小中学校が必要とする配置数の実

現に向けて必要な協力を行うべきと考える。 

また、スタッフ配置の効果を高める観点から、新

年度当初時期の配置を可能にするような県独自の運

用を検討することが望ましいと考える。 
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Ｂ－03 魅力ある学校づくり推進事業費  

結果 項目 内容 

①活動指標の文

書化について 

本事業は活動指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「結果（アウトプット）」が何か、結果

を受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率

的に実施されているか等、担当課以外にはわかりづ

らい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

②事業区分の見

直しについて 

 

本事業は「魅力ある学校づくり」という抽象的な

事業名の下に、多種多様な事業項目が盛り込まれて

おり、事業全体のまとまり感がないと考える。 

このような状況は、事業の目標管理や予算管理を

するうえで適切な設定とは言い難く、事業区分の見

直しを検討すべきと考える。 

③事業経費の管

理について／専

門高校（農水工

商等）の充実 

本事業では、『平成 31 年度「技芸を磨く実学の星」

育成事業実施要項』に基づき、民間熟練技能者によ

る実習指導等の経費を補助しており、１校当たりの

年間経費上限額が定められている。 

しかし、実施要項に基づく運用が行われていなか

ったため、以下の３点を見直す必要がある。 

・担当課は、過去実績などを分析し、実施要項を実

態に合わせて見直すべきである。 

・担当課内での検討プロセスを、文書化すべきであ

る。 

・担当課は各学校に対し、本事業メニューの周知を

図るべきである。 

意見 

④事業経費の管

理について／過

疎地域の学校の

支援 

平成 31 年度の事業報告書を確認したところ、学校

からの２件の事業報告書について、実績額を円単位

ではなく千円単位で報告していたが、担当課は、修

正の指示などをしていなかった。 

担当課は、事業報告書が所定のルールに基づいて

作成されていることを、注意深く確認すべきである。
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Ｂ－04 高等学校管理費  

結果 項目 内容 

①予実管理の精

度の底上げにつ

いて 

各学校における予実管理は、予算の適切な執行を

行うために重要な手続きであり、担当課は、以下の

ような対策も実施して、全体の予実管理の精度の底

上げを図るべきと考える。 

・予実管理が適切にできている担当者から工夫して

いる点などを聞き取って、適切にできていない担

当者に伝える 

・単年度ベースの予実管理表に、過年度数年間の実

績欄を追加し、経費の発生トレンドを意識させる

ような取組を行う 

意見 

②事務局から教

職員への説明に

ついて 

 

事務局から教職員への説明方法は各学校によって

異なるが、一部の学校では好事例が見受けられたた

め、担当課は、他校の参考となる取組につき、積極

的に横展開していくことが望ましいと考える。 

 

Ｂ－05 次代を担う人材育成事業費  

結果 項目 内容 

①活動指標の文

書化について 

主権者教育事業と地域との協働による高等学校教

育改革推進事業（地域魅力化型）は活動指標を文書

で明確化していないため、本事業の「結果（アウト

プット）」が何か、結果を受けて事業活動の評価や見

直しが効果的かつ効率的に実施されているか等、担

当課以外にはわかりづらい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

意見 

②事業区分の見

直しについて 

内容的に雑多で相互関連性も希薄なプログラムが

「次代を担う人材育成事業費」という抽象的な事業

名の下にまとめてぶら下げられていて、事業全体の

まとまり感がないと考える。 

このような状況は、事業の目標管理や予算管理を

するうえでも、適切な設定とは言い難く、事業区分

の見直しを検討すべきと考える。 
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Ｂ－06 県立中央図書館管理運営費  

結果 項目 内容 

①成果指標及び

活動指標の設定

について 

本事業は成果指標及び活動指標がないため、事業

活動の「成果（アウトカム）」や「結果（アウトプッ

ト）」の良し悪しが判断できず、基本構想等に基づく

目標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効

果的かつ効率的にできないと考えられるため、成果

指標及び活動指標を設定すべきである。 

本事業の目的及び実施内容を踏まえ、成果指標と

しては「施設設備の不具合による事故の件数」、活動

指標としては「計画された安全点検の実施率」が適

当と考える。 

意見 

②Twitter によ

る情報発信につ

いて 

「図書館のことを知ってもらうことの契機にす

る」ことは、Twitter を用いた情報発信の最初のステ

ップであり、最終目標ではないと考える。 

県立中央図書館においては、Twitter の活動結果を

蓄積、分析して、成果指標等の達成に繋げて頂きた

い。 

 

Ｂ－07 県立中央図書館資料充実費  

結果 項目 内容 

①活動指標の設

定について 

 

本事業は活動指標がないため、事業活動の「結果

（アウトプット）」の良し悪しが判断できず、成果指

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。そのため、活動

指標を設定すべきである。 

活動指標としては、本事業の実施内容を踏まえ、

子ども図書研究室の認知等が考えられるが、成果指

標と紐づけて設定することが適当と考える。 

意見 

②図書購入に関

する入札事務手

続について 

現状の発注方法は静岡県の原則的な手続と考える

が、県立中央図書館（以下、当館）及び書店は毎週

入札又は見積合わせを行っているため、事務手続が

煩雑と考える。また、週単位で発注先が変わる可能

性があり、直ぐに検収できない図書もあることから、

発注先ごとの検品場所の確保や検収作業も煩雑と考え

る。 

そのため、発注方法は週単位ではなく一定期間（〇
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ヶ月等）で、単価（例えば割引率）の見積合わせを

行い、その期間内は同一の書店から購入する方法を

検討してみてはどうだろうか。 

③ビデオテープ

について 

地域関係ビデオについては、ビデオテープの販売

が無くなりつつある現在において、劣化がわかった

ときに購入できない可能性が高い。また、劣化の程

度によっては、複製もできない可能性がある。 

そのため、当館においては、複製のスケジュール

を作成のうえ、管理していくことも必要と考える。

④蔵書点検のロ

ーテーションに

ついて 

直近 10 年間の蔵書点検の範囲は、閲覧室や子ども

図書研究室等（以下、開架図書）は２年に１回、各

書庫（以下、閉架図書）は、各書庫で 10 年に１回程

度となっている。 

閉架図書の蔵書点検につき、10 年に１回程度の実

施は、確認頻度が少なすぎるように見える。蔵書点

検のローテーション計画について、今一度、検討す

べきと考える。また、その際には、図書にＩＣタグ

をつけることも併せて検討して頂きたい。 

⑤図書の除籍に

ついて 

当館では、図書の除籍について、「蔵書点検の結果、

３回にわたり所在不明であるもの」と定めており、

開架図書については２年に１回、蔵書点検があるた

め、所在不明図書となった年度から４年経っても所

在不明であるならば、除籍される。 

図書の置き場によって、除籍に至るまで年数の差

が出るのは合理的ではないと考える。閉架図書の所

在不明図書についても、開架図書と同様、２年に１

回、別個に点検すべきと考える。 
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Ｂ－08 ＩＣＴ教育推進事業費  

結果 項目 内容 

①活動指標の設

定について 

 

本事業は活動指標がないため、事業活動の「結果

（アウトプット）」の良し悪しが判断できず、成果指

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。活動指標を設定

すべきである。 

活動指標としては、本事業の実施内容を踏まえ、

「パソコン教室のパソコン及び周辺機器の整備率」

が適当と考える。 

意見 

②今後のパソコ

ン教室について 

現状、ＧＩＧＡスクール構想は小中学生が対象で

あるが、将来、高校生も対象となる可能性がある。

その場合、各高等学校に整備されたパソコン教室の

パソコン及び周辺機器が不要になる可能性が高いと

いえる。 

そのため、担当課は、今後のパソコン教室の整備

計画について、ＧＩＧＡスクール構想も踏まえて慎

重に検討するとともに、パソコン教室が不要となっ

た場合の利活用について、他自治体事例を調査する

などして、事前に検討を進めるのが望ましいと考え

る。 

 

Ｂ－09 静岡県学校情報化推進事業費  

結果 項目 内容 

①活動指標の設

定について 

 

本事業の活動指標は事業活動そのものであること

から、事業活動の「結果（アウトプット）」の良し悪

しが判断できず、成果指標の達成に向けた事業活動

の評価や見直しが、効果的かつ効率的にできないと

考える。活動指標を見直すべきである。 

活動指標としては、本事業の実施内容を踏まえ、

「授業づくりデータベース掲載件数」や「アクセス

件数」、「ヘルプデスク処理件数」、「メール送受信件

数」、「インターネットアクセス件数」等が適当と考

える。 

意見 

②効率指標の算

定について 

効率指標の算定方法は、（総コスト÷教育総合ネッ

トワークシステムの運用管理台数）となっている。

端末更新費用は年度ごとに大きく増減するため、

効率指標の算定方法に含めると、事業活動の効率性

を適切に評価できないと考える。そのため、効率指
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標は、運用保守に係るコストのみを用いて算定する

ことが適当と考える。 

Ｂ－10 学びを拡げるＩＣＴ活用事業費  

結果 項目 内容 

①活動指標の設

定について 

 

本事業は活動指標がないため、事業活動の「結果

（アウトプット）」の良し悪しが判断できず、成果指

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。活動指標を設定

すべきである。 

活動指標としては、本事業の目的を踏まえ、「ＩＣ

Ｔ支援員派遣率」が適当と考える。 

意見 

②ＩＣＴ活用事

業機器支援業務

委託について 

事業終了後、担当課は、委託先から事業管理用報

告書である完成図書を入手し、委託業務内容や課題

等を確認しているが、その対応内容や結果は文書化

されていなかった。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から課題の対応内容や結果等を文

書化することが適当と考える。また、事業目的を効

果的に達成するためには、各課題について担当レベ

ルではなく、関係各所で今後の課題解決・改善策を

検討することが望ましいと考える。 

 

Ｂ－11 地域産業を支える実学奨励事業費  

結果 項目 内容 

①事業経費の管

理について 

担当課では、各専門学科の担当指導主事が、学習

指導要領に基づいて設備の導入を検討し、課内での

協議を経て購入しているが、次の２点を見直すべき

である。 

・担当課は、優先的に整備すべき設備や学校の選定

に関するルールや方針を設けるべきである。 

・定期的に担当課の担当者が交代する中で、複数年

度にわたる調整を確実に行うために、過去の決定

経緯（担当指導主事の検討、課内の協議、設備の

導入決定等）を文書化して残すべきである。 

意見 

②活用状況や効

果の検証の未実

施について 

県立高校全般で、設備の老朽化への対応等が十分

に進んでいない中で、特定の高校に対して高額の設

備投資をする以上、一定金額を超えるものに対して
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は事後的に活用状況を検証し、問題があれば今後の

運用に反映させていくのが適当と考える。 

Ｂ－12 実学推進フロンティア事業費  

結果 項目 内容 

意見 ①中長期的なビ

ジョン策定につ

いて 

 

担当課が、本事業プログラムの意義や有効性を認

め、今後も持続的に継続していくべきであると考え

るのであれば、東部、中部、西部の各１校の３名体

制の実現に向けて、中長期的なビジョンや計画を策

定して、一般教員の配置や採用を検討すべきと考え

る。 

また、特別教諭の配置や採用を円滑にするため、

派遣候補企業を各地区に数社ずつリストアップし

て、数年先の特別教諭派遣の検討を依頼しておくよ

うな体制を図っていくべきと考える。 

 

Ｂ－13 高校生就職マッチング対策事業 

結果 項目 内容 

意見 ①事業者の選定

方法や事業の進

め方の見直しに

ついて 

本事業は、プロポーザル方式で事業者を募集して

いるが、平成 30 年度以降も、平成 29 年度の選定業

者のみの応募になっており、本事業の事業者の選定

方法や事業の進め方について、以下の点を早急に見

直すべきである。 

・応募条件が必要以上に制約の多いものになってい

ないかどうか、確認と見直しをすべきと考える。

・本事業を受託できそうな事業者を、もっと拡大し

て調査すべきと考える。 

・中長期的には、退職後の就職指導担当の教師を就

職コーディネーターとして活用して、ＯＢ教師の

現役教師との連携の中から各学校における進路指

導強化につなげていくことなども検討していくべ

きと考える。 
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Ｂ－14 スポーツ人材活用推進事業費  

結果 項目 内容 

①個人情報の保

護について 

担当課は、人材バンクシステムホームページ等保

守管理業務に係る再委託の条件として「個人情報の

保護を条件とする」としているが、再委託の条件を

満たすか否か、担当課が再委託承認前及び承認後に

確認した証跡が見当たらなかった。 

そもそも、再委託先が個人情報を取扱わないので

あれば、再委託の条件として明記する必要がないと

考える。また、これまでどおり再委託の条件として

明記するのであれば、個人情報の流出を防ぐ観点か

ら、再委託の承認前及び承認後において、担当課が

何を確認したのかを文書化すべきと考える。 

②補助金の変更

承認申請につい

て 

 

静岡県中学校部活動指導員配置事業費補助金交付

要綱では、「補助事業の内容の変更をしようとする場

合で、補助対象経費の額の 20 パーセントを超える変

更をしようとするとき」は、あらかじめ知事の承認

を受けなければならないとされている。 

今回、変更承認申請を閲覧したところ、平成 30 年

度は補助対象市町４のうち３、令和元年度は補助対

象市町７のうち３につき、市町による変更の承認申

請が漏れていた。担当課は、市町に対しアナウンス

の頻度を上げるべきと考える。また、現在、変更承

認申請漏れに関する顛末書を担当課が作成している

が、本来的には遅延者である市町が作成するのが一

般的ではないだろうか。 

意見 

③しずおかスポ

ーツ人材バンク

のＨＰについて 

 

しずおかスポーツ人材バンクのＨＰを閲覧したと

ころ、依頼内容を探すというページが、監査時点

（2020 年 9 月）において、最終更新日が 2018 年 12

月 25 日となっており、１年以上更新がされていない

状態であった。 

担当課及び委託先は、定期的にＨＰ更新を行い、

依頼する側及び依頼される側に、随時、積極的な情

報発信に努めることが望ましいと考える。 
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Ｂ－15 県立学校等施設整備事業費 

結果 項目 内容 

意見 ①成果指標の設

定について 

本事業は成果指標及び活動指標がないため、事業

活動の「成果（アウトカム）」や「結果（アウトプッ

ト）」の良し悪しが判断できず、基本構想に基づく目

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。成果指標及び活

動指標を設定すべきである。 

本事業の目的を踏まえ、成果指標としては「特別

支援学校の整備及び高等学校の再編整備の進捗率」、

活動指標としては「ＰＦＩ事業を実施している学校

数」が適当と考える。 

 

Ｂ－16 県立学校等長寿命化事業費 

結果 項目 内容 

意見 ①成果指標及び

活動指標の設定

について 

本事業は成果指標及び活動指標がないため、事業

活動の「成果（アウトカム）」や「結果（アウトプッ

ト）」の良し悪しが判断できず、基本構想に基づく目

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。成果指標及び活

動指標を設定すべきである。 

本事業の目的を踏まえ、成果指標としては「学校

施設中長期整備計画の進捗率」、活動指標としては

「校舎建替え等に着手した棟数」が適当と考える。

 

Ｂ－17 県立学校等修繕費 

結果 項目 内容 

意見 ①成果指標及び

活動指標の設定

について 

本事業は成果指標及び活動指標がないため、事業

活動の「成果（アウトカム）」や「結果（アウトプッ

ト）」の良し悪しが判断できず、基本構想に基づく目

標の達成に向けた事業活動の評価や見直しが、効果

的かつ効率的にできないと考える。成果指標及び活

動指標を設定すべきである。 

本事業の目的を踏まえ、成果指標としては「法定

点検指摘事項の是正率」、活動指標としては「修繕件

数」が適当と考える。 
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Ｂ－18 教職員総合研修事業費 

結果 項目 内容 

①研修対象者の

明確化等につい

て 

研修調書を閲覧したところ、「情報の３人と情報以

外の５人とでは知識量などに大きな差があった。研

修員すべてが満足できる研修を目指す必要がある」

との記載があった。 

本来的には、知識量などに大きな差がある研修参

加者を同じ研修に参加させるべきではなく、例えば、

情報と情報以外に分けて研修を実施することが適当

と考える。また、分けることが難しいのであれば、

研修ガイドブックの内容に記載された教員が満足で

きる研修を優先すべきであると考える。 

②研修参加者に

対するアンケー

トについて 

研修担当課は、研修終了後、研修参加者に対して

アンケート調査を実施して、目標達成度や内容満足

度を確認している。 

現在のアンケート項目は、「カークパトリックモデ

ル」のレベル１と２に該当するが、レベル２の評価

にあたって客観的な結果も踏まえるべきと考える。

また、研修内容によってはレベル３以降の評価を実

施することも有益であると考えるため、その必要性

を事前に検討することが望ましいと考える。 

③研修評価につ

いて 

各種研修の実施後に、研修参加者及び研修企画者

である担当課（以下、研修担当課）による研修評価

を実施している。 

一次評価について、Ａ評価のみ基準があるが、合

理的理由があるとはいいがたく、Ｂ、Ｃについても

数値化された評価基準を設定し、客観的な評価を実

施できるようにすべきと考える。次に二次評価につ

いては、研修担当課による主観的な評価も含まれる

ことから、評価理由を具体的かつ明確に記載して残

すべきと考える。 

意見 

④宿泊研修につ

いて 

本事業の研修には県教育施設における宿泊研修が

あり、基本的には研修参加者の宿泊を必須としてい

る。 

現在では、教職員が「いつ」でも「どこ」でも受

講できるオンライン研修が増加したことから、研修

計画の作成段階で、宿泊の必然性を毎回精査し、対

面・集合型研修（宿泊研修含む）とオンライン研修

のベストミックスによる効果的な研修実施を目指し

ていくべきと考える。 
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Ｂ－19 しずおか型教職員サポート事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標及び

活動指標の文書

化、及び活動指

標の設定につい

て 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。また活動指標としては、実施内容を踏

まえ、「面談数又は相談件数」が適当と考える。 

②委託費の設計

について 

担当課では、随意契約に先立ち委託費を設計して

いるが、委託費は委託単価にカウンセリング対象予

定人数（静岡県内の教職員見込人数）を乗じて計算

している。 

ここで、担当課は委託単価につき、随意契約予定

先からの参考見積を基に決定しているが、検討内容

は文書化されていないため、具体的に何を確認して

いるか、事後的に検証できなかった。 

委託単価が参考見積の近似値になりやすく、かつ、

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、説明責任及び引継ぎの観点からも検討内容及び

結果を文書化することが適当と考える。 

意見 

③委託費の事後

的検証について 

教職員に対する相談方法は、面談の他に、電話や

Ｅメール、ＴＶ電話等が用意されており、それぞれ

の相談方法によって要する費用は異なると考えられ

る。   

しかし、現状、委託単価は１つであり、相談方法

による委託単価は設計されていないため、実際に要

した費用を見込みづらく、事後的な検証がしづらい

状況にあると考える。 

そのため、委託費の設計に当たっては、それぞれ

の相談方法で単価や見込人数を設計し、委託費の事

後的な検証ができるようにすべきと考える。 
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Ｂ－20 教職員健康管理事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標及び

活動指標の文書

化、及び活動指

標の設定につい

て 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえ

ると、引継ぎの観点から各指標を文書化することが

適当と考える。また活動指標としては、実施内容を

踏まえ、「健康診断受診率」や「指導実施率」、「産業

医配置数」等が適当と考える。 

②委託費の設計

について 

担当課では、随意契約に先立ち委託費を設計して

いるが、結核健診の委託費は、撮影単価に撮影対象

予定人数を乗じて計算している。 

ここで、担当課は撮影単価につき、随意契約予定

先からの参考見積を基に決定しているが、検討内容

は文書化されていないため、具体的に何を確認して

いるか、事後的に検証できなかった。 

撮影単価が参考見積の近似値となっており、か

つ、担当課において定期的に担当者の交代が行われ

る現状を踏まえると、説明責任及び引継ぎの観点か

らも検討内容及び結果を文書化することが適当と考

える。 

③個人情報の保

護について 

本事業の各種健診について外部委託しており、委

託契約書では「委託先は再委託の相手方に対する監

督及び個人情報の安全管理の方法について具体的に

規定しなければならない」と記載されている。 

現状、担当課は、委託先に再委託先の個人情報保

護に関する取扱いについて口頭で確認を行ってお

り、文書化されたものはないとの回答であった。個

人情報の流出を防ぐ観点から、再委託の承認前及び

承認後において、担当課が何を確認したのかを文書

化すべきと考える。 

意見 

④委託業務実施

報告書について 

各委託先からの報告書を閲覧したところ、委託先

が翌月までに報告書を提出していないものが散見さ

れた。 

担当課は、遅滞が発生した際の過程を文書化して、

担当課が契約書及び仕様書に基づく手続きを踏んで

いることを明確化するとともに、今後の再発防止策

も併せて検討すべきと考える。 
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Ｂ－21 特別支援学校管理運営費 

結果 項目 内容 

なし   

 

Ｂ－22 静岡茶愛飲推進事業費 

結果 項目 内容 

①栄養教諭等食

育担当者研修会

の未参加市町に

ついて 

本事業では、「小中学校の児童生徒の静岡茶の愛飲

の促進に関する条例」に基づき、県の責務として児

童生徒への静岡茶の提供、静岡茶の食育機会の確保

の一環として、栄養教諭等食育担当者研修会（以下、

本研修会）を実施している。担当課としては、静岡

県内の各市町から少なくとも１名は参加してもら

い、参加者を通じて、各市町の対象者に最新の知見

を情報共有してもらいたいと考えているが、３年連

続で参加していない市町があった。 

未参加理由のうち、各市町と研修会場の距離に起

因するものについては、本研修会の会場を未参加市

町に近づけることで、参加に繋げることが可能とも

考えられる。未参加市町の参加促進に向けた取組み

を期待したい。 

②補助金の変更

承認申請につい

て 

静岡茶愛飲推進事業費補助金交付要綱では、「補助

事業の内容の変更をしようとする場合で、補助対象

経費の額の20パーセントを超える変更をしようとす

るとき」は、あらかじめ知事の承認を受けなければ

ならないとされている。 

今回、変更承認申請を閲覧したところ、令和元年

度には３件、うち２件は２年連続で変更の承認申請

が漏れており、担当課は市町に対し、アナウンスの

頻度を上げるべきと考える。 

意見 

③補助対象経費

の確認について 

担当課では、補助金の不正受給を防ぐ観点から、

実績報告書等を基に、事業費が補助金の交付の対象

となる経費（以下、補助対象経費）か否かを確認し

たうえで、補助金を交付している。 

今回、本事業の実績報告書等を閲覧したところ、

取引先からの納品書や請求書、領収書等、外部から

入手した証憑（以下、外部証憑）が添付されていな

いものがあった。 

担当課は、実績報告書等に外部証憑の添付を求め

る、又は、外部証憑の現物を現地調査するなど、補
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助対象経費の確認を充実すべきと考える。 

Ｂ－23 ふじのくにグローバル人材育成基金関連事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の文

書化、及び設定

について 

本事業は成果指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「成果（アウトカム）」が何か、成果を

受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的

に実施されているか等、担当課以外にはわかりづら

い状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。また成果指標としては、本事業の目的

を踏まえ、「本事業による留学及び海外研修参加者の

活躍度合」が適当と考えられる。活躍度合は、留学

及び海外研修後しばらく経過した後に把握する必要

があるため、担当課は、一定期間が経過した都度、

アンケート調査等の追跡調査を行って測定すること

が適当と考える。 

意見 

②基金の運用に

ついて 

 

県は、将来の事業に充てるために積み立てている

基金について、目的を損なわない範囲で、出納局が

一括運用している。基金の運用方法については、出

納局が各担当課からの希望に基づき、運用方法を預

金と債券で分けている。 

預金と債券の運用利回りに差が大きい現状下に

おいて、基金の運用に当たっては、目的を損なわな

い範囲で、できるだけ運用益が確保できるよう債券

運用を行い、事業実施に回せる資金を自ら増やして

いく姿勢を求めたい。 
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Ｂ－24 青少年の国際交流推進事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

本事業の成果指標は複合的かつ多岐に渡る要素で

定まるものであり、かつ市町の取り組み状況につい

ては県でコントロールできるものでもないため、本

事業での成果指標とするのは直接的ではなく、成果

を測定しがたいと考える。 

 成果指標は、各メニュー事業の目的を踏まえ、以

下が適当と考える。 

・日中青年代表交流発展 

参加者の満足度 

・モンゴル国ドルノゴビ県との高校生交流 

  参加者の満足度 

・モンゴル国教員人材育成支援 

  事業の実施による人材育成の効果 

②委託費の設計

について 

モンゴル国ドルノゴビ県との高校生交流について

は、富士山静岡空港からモンゴル国ウランバートル

空港までの直行（チャーター）便をツアー商品とし

て供給している業者を選定しているが、１社しかな

いため、この会社と単独随意契約を行っている。 

担当課では、随意契約予定先からの参考見積を入

手し、これをもとに委託費の設計を行っているが、

担当課は説明責任や引継ぎの観点から、検討内容及

び結果を文書化することが適当と考える。 

意見 

③参加者募集と

選考について 

日中青年代表交流発展の募集定員は毎年30名とな

っているが、平成 25 年以降は応募人数が定員以下と

なっているため、県による選考（書類審査や面談等）

は行われず、応募者の全員が事業に参加をしている。

応募人数が少ない状況が続いていることから、内

部的には事業内容を検討し魅力的なものにするとと

もに、外部的には広報を強化すべきと考える。なお、

応募者の人数が定員より少ない状況が続いたとして

も、選考を適切に行うことは言うまでもない。また、

状況が改善しないのであれば、事業の継続性も検討

すべきと考える。 
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④収支決算書の

記載内容につい

て 

日中青年代表交流発展において、県は日中青年代

表交流実行委員会に負担金を支払っているが、負担

金の算定根拠である事業概要等の説明（様式第４号

の４）と、委員会からの収支決算書を比較したとこ

ろ、支出の集計方法が異なっていたため、負担金の

予算と実績を比較して分析することが出来なかっ

た。 

このままでは、担当課は、県が想定している支出

内容と、委員会での支出実績の整合性が検証できな

いため、補助資料の作成等に事後的な確認を行える

ようにすべきと考える。 

 

⑤県民への広報

について 

本事業の実施に当たって、予算に限りがあること

から、直接的に交流の機会を持てる県民は限られた

人数にならざるをえない。しかし、交流の機会を最

大限に生かし、より効果的かつ効率的に県の地域間

交流人口を増やすためには、広報が重要な役割を果

たすと考える。 

具体的には、より広く県民がアクセス可能なチャ

ネルを増やしていくことが望ましいと考える。また、

参加者による報告会等を行い、参加者からの報告を

周知する機会を設けるべきと考える。なお、広報の

方法を検討する際には、担当者の変更等があっても

継続的に同水準の広報が行われるように、方法を明

確化、ルール化すべきと考える。 
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Ｂ－25 外国語教育推進事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

 

 

本事業の成果指標は学校対象調査で得た各生徒の

主観的な回答に基づいており、実際に英語教育にお

ける言語コミュニケーション能力が身につき、会話、

聴き取り能力が向上したか否か、客観的に成果を測

定しがたいと考える。もう１つの成果指標である「外

国語指導講師配置人数（以下、ＡＬＴ配置数）」は、

活動指標であり成果指標ではないと考える。 

成果指標としては、本事業の目的を踏まえ、「ＣＥ

ＦＲのレベル達成度」等も追加することが適当と考

える。 

意見 

②活動指標の追

加について 

現況では各校に一人（分校は本校と兼任）ＡＬＴ

を配置しており、令和元年度時点において、ＡＬＴ

配置数は目標値に達しており、今後は有効活用する

ことが極めて重要であると考える。 

活動指標として「ＡＬＴ配置数」の他に、「ＡＬＴ

の実際稼働時間」も追加することが適当と考える。

また、この２つの指標をあわせてみることで、費用

対効果も踏まえて、ＡＬＴの配置や活用を見直すこ

とができると考える。 
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Ｂ－26 外国人生徒みらいサポート事業費 

結果 項目 内容 

①活動指標及び

成果指標の文書

化、及び成果指

標の設定につい

て 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。また成果指標としては、本事業の目的

を踏まえ、「各生徒が、年度当初に設定した目標（日

本語能力検定、キャリア等）を達成できた割合」等が

適当と考える。 

②委託先の業務

遂行状況の確認

について 

委託先は委託先事務所での従事時間の割合が多い

ため、担当課が業務実態を管理しづらい状況である。

そのため、担当課が従事時間のエビデンスと報告書

との照合を行うことなどにより、委託先の業務実態

を管理すべきと考える。また、担当課が委託先の業

務実態を確認するため、定期的に、委託先の講座及

び支援に同行することが望ましいと考える。 

また、県と委託先の協議は、委託費の適切性を確

保するためだけではなく、委託先が各生徒及び支援

対象校への支援をどのように行っているかを把握す

る意味でも重要であるため、定期的に実施すること

が望ましいと考える。 

意見 

③各支援対象校

とのコミュニケ

ーションについ

て 

県と支援対象校との間のコミュニケーションの内

容や頻度を確認したところ、現状、県が把握できる

情報の量が少なく、本事業に係るノウハウが蓄積さ

れにくいと考える。また、担当課が、委託先の講座

及び支援の回数や時間等が必要充分か否か、支援対

象校からの意見を把握することができず、事業改善

のための情報の入手も不十分と考える。 

そのため、担当課は、委託先の講座や支援に同行

する回数を増やすなどして、外国人生徒の教育に係

る課題や、必要なサポート等に係る情報を蓄積でき

るようにすべきである。また、担当課は、アンケー

ト調査の内容を充実することで、事業内容の見直し

に必要な情報を入手すべきと考える。 
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④講座及び支援

の実施方法につ

いて（その１） 

キャリア支援及び日本語学習支援については、原

則として、委託先が外国人生徒ごとに支援プランの

作成及び日本語学習支援をおこなうものとされてい

る。しかし、各県立高校の外国人生徒数が大きく異

なるため、外国人生徒あたりの支援時間に大きなば

らつきがでている。 

現状の実施方法では、１人当たり時間を見る限り、

県内の外国人生徒に対しできるだけ平等に支援でき

ているとは言い難い。そのため、「キャリア支援プラ

ンの作成（個別）」「日本語学習支援（個別）」「日本

語学習講座（グループ）」という３つの枠組みの利用

方法について、検討すべきと考える。 

また、県の地理的特徴を鑑みると、タブレット・

スマートフォンやビデオ会議システムなども併用し

ながら支援を実施すると、移動時間の削減ができ、

効率的に事業を実施できると考える。 

 

⑤講座及び支援

の実施方法につ

いて（その２） 

日本語学習講座は令和元年度に 50 回実施してお

り、１回当たりの参加人数は２、３名程度で少なく、

事業効率の改善が課題であると考える。 

現状の「キャリア支援プランの作成（個別）」「日

本語学習支援（個別）」「日本語学習講座（グループ）」

という３つの枠組みの利用方法について、検討すべ

きと考える。また、集合型のうち、コミュニケーシ

ョンが一方向型の講義は、ビデオ会議システムとな

じみやすいため、ＩＴの利用も併用することで事業

効率を改善することが望ましいと考える。 
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Ｂ－27 地域における通学合宿推進事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

本事業の成果指標は複合的かつ多岐に渡る要素で

定まるものであるため、本事業の成果指標とするの

は直接的ではなく、成果を測定しがたいと考える。

成果指標としては、本事業の目的を踏まえ、「通学

合宿等への参加人数」が適当であると考える。その

上で、目標値を設定し、事業成果の良否を測ること

ができるようにすべきである。その際、参加人数等

で地域に偏りがないように、目標値は地域ごとに設

定するなどの工夫が必要と考える。 

意見 

②事業内容の検

討について 

本事業は、通学合宿又は防災体験合宿を行う団体

に対して補助金を支給しているが、合宿を実施する

団体数が減少傾向にあるため、増やしていく必要が

ある。 

ここで、「地域における通学合宿等事業費補助金交

付要綱」では合宿期間や年齢層、区分ごとの補助金

額が定められているが、通学合宿は２泊以上に限ら

れるなど、一部利用しづらい点もあるため、より多

くの団体が利用しやすいように見直すべきである。
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Ｂ－28 地域学校協働活動推進事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

 

本事業の成果指標は複合的かつ多岐に渡る要素で

定まるものであるため、本事業での成果指標とする

のは直接的ではなく、成果を測定しがたいと考える。

成果指標としては、本事業の目的を踏まえ、「地域

学校協働本部等の設置数」が適当と考える。 

②静岡県学校・

家庭・地域連携

推進委員会の運

営について 

本事業では、静岡県学校・家庭・地域連携推進委

員会設置要綱に基づき、「静岡県学校・家庭・地域連

携推進委員会（以下、本委員会）」を設置している。

今回、令和元年度分の議事録２回分を確認したと

ころ、各委員の発言内容は記載されていたが、委員

間の協議内容や結論等が記載されていなかった。ま

た、委員会からの提言等に対して、県としてどのよ

うに対応するかにつき文書化もされていなかった。

議事録には委員会での協議内容や結論を記載する

とともに、県の対応策等についても別途文書化し、

関係者が十分に情報共有できるようにすべきと考え

る。 

意見 

③広報の頻度及

び内容について 

本事業の目的は地域学校協働本部等の設置数を増

やすことであるが、現状、地域学校協働本部等の存

在や活動内容等について知名度は高いとは言えず、

設置数を増やすうえで望ましい状況ではないと考え

る。そのため、広報による地域学校協働本部等の知

名度向上が重要な課題となる。 

今回、ＨＰの更新状況を確認したところ、更新に

ついての明確なルールがなく、担当者が気付いた都

度修正しているとのことであった。 

ＨＰの更新については、期日を決めて定期的に見

直すべきと考える。また、担当課では、魅力的な取

組内容については研修会での紹介等を行っていると

のことであるので、それらについてもＨＰに掲載す

るなどして、内容もより充実させることが望ましい

と考える。 
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Ｂ－29 「しずおか寺子屋」創出事業費 

結果 項目 内容 

意見 ①成果指標及び

活動指標の設定

について 

本事業の成果指標は複合的かつ多岐に渡る要素で

定まるものであるため、本事業での成果指標とする

のは直接的ではなく、成果を測定しがたいと考える。

本事業の目的を踏まえ、成果指標としては「しず

おか寺子屋が設置されている市町の数」、活動指標と

しては「寺子屋の実施箇所数」や「学習支援員の人

数」等が適当と考える。 

 

Ｂ－30 青少年の家等管理運営費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

本事業は成果指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「成果（アウトカム）」が何か、成果や

結果を受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ

効率的に実施されているか等、担当課以外にはわか

りづらい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

②活動指標の設

定について 

本事業の活動指標は施設利用者数であるが、これ

のみをもって事業の結果（アウトプット）を評価す

ることは適当ではないと考える。 

活動指標としては、本事業の目的を踏まえ、「利用

団体数」も追加することが適当であると考える。 

意見 

③施設の老朽化

に対する対応に

ついて 

本事業では４つの青少年教育施設を運営している

が、いずれの施設も老朽化が進んでおり修繕費が増

加している。 

設備ごとの中期的な修繕及び更新等の計画は策定

されていないため、県の方針に従い適切に中期的な

計画が策定されることが望ましいと考える。 

また、今後も施設のハード面のみならず、施設の

利用状況、求められる役割、市町立の施設との役割

分担などを、定期的に検討すべきと考える。 
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 ④事務事業及び

予算の執行実績

の開示について 

 

静岡県は、情報提供の推進に関する要綱（以下、

本要綱）に基づき、各部局の政策形成の過程や県行

政の諸活動の結果について、県民サービスセンター

や各財務事務所等で紙に記録された情報を備え置く

とともに、ＨＰでデータを公開している。 

このうち、結果情報にあたる事務事業及び予算の

執行実績について、観音山少年自然の家がＨＰで公

開されていなかった。 

本要綱におけるＨＰの掲載の取扱いを各施設に定

期的に周知するとともに、担当課による状況確認、

各施設への催促等を徹底して頂きたい。 
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Ｂ－31 青少年健全育成費（青少年交流スペース「アンダンテ」以外） 

結果 項目 内容 

①成果指標の文

書化について 

青少年ピアカウンセラー養成講座については成果

指標を文書で明確化していないため、「成果（アウト

カム）」が何か、成果を受けて事業活動の評価や見直

しが効果的かつ効率的に実施されているか等、担当

課以外にはわかりづらい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

②ＨＰの更新に

ついて 

 

青少年育成県民運動活性化推進事業では、静岡県

青少年育成会議が実施する「子供・若者育成支援強

調月間静岡県大会（以下、県大会）」に対する助成を

行っている。令和２年８月に県大会のＨＰを確認し

たところ、最終更新日が平成 30 年 12 月と１年以上

更新がなく、令和元年度の県大会についての記載が

なかった。 

県民への事前告知や報告はタイムリーに行うべき

と考える。現状、ＨＰの更新は定期的に実施されて

いないことから、ルールを設定してタイムリーに更

新できる環境を整備すべきと考える。 

③補助金の交付

要綱と、予算策

定資料の整合性

について 

青少年大会参加助成事業では、青少年の健全な育

成を図るため、「青少年団体育成総合推進事業費補助

金交付要綱（以下、交付要綱）」に基づき補助金を交

付している。今回、交付要綱と予算積算上の根拠資

料である「事業概要等の説明（様式４－４）」を照合

したところ、補助対象及び補助率が異なっていた。

予算執行の根拠は交付要綱にあるため、予算積算

上の根拠も交付要綱と整合するよう作成すべきと考

える。 

意見 

④収支決算書の

作成方法とその

検証について 

収支決算書を確認したところ、収入の部に計上さ

れている、ジャンボリー運営費（ボーイスカウト連

盟の積立金からの取崩額）とジャンボリー参加費（参

加者本人負担額）との間で、金額の入り繰りがあっ

た。 

収支決算書を提出する趣旨からすると、収支計算

書には補助対象事業にかかるすべての収支を適切に

記載することを求めるべきと考える。 
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Ｂ－32 日本語指導を必要とする子ども支援事業費 

結果 項目 内容 

意見 ①成果指標及び

活動指標の文書

化について 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

担当課内では管理指標を情報共有のうえ管理して

いるとのことであるが、定期的に担当者の交代が行

われる現状を踏まえると、引継ぎの観点から各指標

を文書化することが適当と考える。 

 

Ｂ－33 ハートフルサポート充実事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

本事業の成果指標は複合的かつ多岐に渡る要素で

定まるものである。そのため、本事業の成果指標と

するのは直接的ではなく、それだけでは成果を測定

しがたいと考える。 

成果指標としては、本事業の目的を踏まえ、「不登

校の課題を抱えていた児童生徒が適切な支援により

改善傾向に向かった割合」等がより適当と考える。

意見 

②活動指標の文

書化について 

魅力ある学校づくり調査研究事業は活動指標を文

書で明確化していないため、本事業の「結果（アウ

トプット）」が何か、結果を受けて事業活動の評価や

見直しが効果的かつ効率的に実施されているか等、

担当課以外にはわかりづらい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から活動指標を文書化することが

適当と考える。 
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Ｂ－34 高等学校等奨学事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の文

書化、及び設定

について 

本事業は成果指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「成果（アウトカム）」が何か、成果を

受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的

に実施されているか等、担当課以外にはわかりづら

い状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。また成果指標としては、本事業の目的

を踏まえ、「貸与者の修了率や卒業率」が適当と考え

る。 

②教育奨学金貸

与の申請につい

て 

教育奨学金は、経済的理由により高等学校等での

修学が困難な者に対して貸与することを目的として

おり、貸与希望者は、教育奨学金貸与申請書（以下、

申請書）等を作成して知事に提出することになる。

今回、申請書を閲覧したところ、貸与を受けよう

とする理由として、家庭事情の説明や学業への意欲

等について記載する箇所があったが、記載欄は小さ

く、その記載量では十分でないように見受けられた。

申請書の貸与を受けようとする理由について、さ

らに具体的かつ詳細に記載を求める様式に改訂する

ことが望ましいと考える。 

意見 

③各貸付金の回

収について 

直近の委託業者による債権回収率は 10％で推移し

ており、対象債権額がなかなか減少しない状況であ

るため、担当課は、滞留債権を減らし回収率を高め

る対策を検討すべきと考える。 

現状、委託費は債権回収額に対する成功報酬のみ

であり、債権回収額に手数料率を乗じて計算される

が、手数料率は一定であるため、回収が比較的容易

な債権回収が進む可能性がある。これでは債権回収

が困難なものが残りやすいことから、債権回収の困

難具合に応じた手数料率に変更することが考えられ

る。また、各債権の状況に応じ、支払督促制度を含

む裁判上の請求手続の活用も検討することが望まし

いと考える。 
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Ｂ－35 高等学校就学支援事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標及び

活動指標の文書

化について 

本事業は成果指標及び活動指標を文書で明確化し

ていないため、本事業の「成果（アウトカム）」や「結

果（アウトプット）」が何か、成果や結果を受けて事

業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的に実施さ

れているか等、担当課以外にはわかりづらい状況で

ある。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

② は が き の 印

刷・郵送業務の

見直しについて 

本事業では生徒の保護者に対して、認定の判定結

果をはがきで案内しているが、その印刷・発送業務

を民間事業者に委託している。 

委託先の選定方法は一般競争入札であるが、直近

の２年間は同一の事業者１者しか参加していなかっ

た。また、平成 31 年度には入札前に２者（うち１者

が選定業者）から見積書を入手しているが、入札に

参加しなかった業者に対して不参加理由を特に確認

していなかった。入札参加事業者を増やす工夫を積

極的にすべきと考える。 

意見 

③各学校での認

定処理の確認に

ついて 

本事業では、各学校の事務担当者が、生徒の保護

者から提出された申請書類を確認のうえ保管してい

るが、担当課は、各学校における確認作業の状況や

申請書類の保管状況などの確認を行っていなかっ

た。 

各学校においては、事務担当者の確認作業や申請

書類の保管状況について、事務長などの上長が確認

し、担当課に報告するような仕組み等を整備するこ

とが重要と考える。また、担当課は、定期的な学校

訪問を行い、とくに申請書類の保管状況の確認を行

うべきである。 
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Ｂ－36 青少年健全育成費（青少年交流スペース「アンダンテ」）  

結果 項目 内容 

①成果指標の文

書化について 

本事業は成果指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「成果（アウトカム）」が何か、成果を

受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率的

に実施されているか等、担当課以外にはわかりづら

い状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

意見 

②面接相談及び

フリースペース

の利用者減少へ

の対応について 

本事業では、青少年交流スペース「アンダンテ」

を設置して、「社会的ひきこもり」傾向にある青少年

に対して面接相談、フリースペースの提供、及び電

話・メール相談対応を実施している。 

近隣に類似施設もあり、フリースペース及び面接

相談の利用者は減少傾向かつ中部エリアに偏りやす

いことを踏まえると、県として事業を継続すべきか

否かを改めて検討すべきと考える。 

そのため、フリースペース及び面接相談の利用者

数の減少要因を把握、分析したうえで、県としての

事業の継続性を検討すべきと考える。その際、県で

は本事業の他にも、静岡県ひきこもり支援センター

や静岡県健康福祉センターでも相談事業を実施して

いることから、事業の連携や統一も検討すべきと考

える。 
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Ｂ－37 ＳＮＳを活用した相談体制構築事業費 

結果 項目 内容 

①成果指標の設

定について 

本事業は成果指標がないため、事業活動の「成果

（アウトカム）」の良し悪しが判断できず、基本構想

に基づく目標の達成に向けた事業活動の評価や見直

しが、効果的かつ効率的にできないと考える。 

成果指標としては、本事業の目的を踏まえ、「悩み

が解決した児童生徒の割合」が適当と考える。 

意見 

②活動指標の達

成に向けて 

活動指標である「困ったことや悩みごとを相談で

きる窓口を知っている」は、前年度 57.5％に対し当

年度 34.4％と前年比で減少し、目標値 90.0％とも大

きく乖離していることから、目標達成に向けた新た

な対策をとるべきと考える。 

担当課は、ＨＰを活用した周知の充実など、チラ

シ配布以外の周知方法を検討のうえ実施すべきと考

える。 

 

Ｂ－38 学校安全総合推進事業費 

結果 項目 内容 

①活動指標の文

書化について 

本事業は活動指標を文書で明確化していないた

め、本事業の「結果（アウトプット）」が何か、結果

を受けて事業活動の評価や見直しが効果的かつ効率

的に実施されているか等、担当課以外にはわかりづ

らい状況である。 

定期的に担当者の交代が行われる現状を踏まえる

と、引継ぎの観点から各指標を文書化することが適

当と考える。 

意見 

②防災教育推進

のための連絡会

議の開催状況に

ついて 

本事業においては、防災教育推進のための連絡会

議を各校の任意で開催しているが、開催率（実施校

数÷県内校数）が直近３か年で低下している。 

連絡会議の開催は任意であるものの、「命を守る教

育」を推進するためには開催率 100％が望ましいと考

える。そのため、担当課は、開催していない学校に

対してその理由を把握し、開催に向けての対策を検

討すべきと考える。 

 


